
事業内容
専用電話(フリーダイヤル)・面談等による相談(9:00～17:30)
①県民総合相談センター:年中無休、②県民局本局(神戸以外):月～金(土
日等の休日の電話相談は総合相談センターへ転送)

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

・県政に関する相談等は県の窓口で、市町事務に関することは市町で対応しており、適
切な役割分担となっている。

新規 拡充

有 効 性

効 率 性

・行政の専門化・複雑化が進むなかで、県民には自らの抱える問題を解決するための相
談窓口が分かりにくくなっている。
・このため､県民からのあらゆる相談に対し総合的に対応を行い､その場での解決、専門
相談窓口での対応が必要な場合は適切な案内など、間口の広い相談窓口が必要である。

・相談件数は年間３万件弱あり、県民に身近な相談窓口としての役割を十分果たしてい
る。

・平成20年度から、これまで一箇所の県民局で専従していた相談員が、複数の県民局で
勤務する相談体制の弾力化、また、平成21年度から、県民局分室の廃止に伴う相談体制
の広域化など、人員配置体制の見直し等を実施し、指標１単位あたりのコストを削減し
ており、効率的な運営を行っている。

84.5% 83.2% 100.0%
(目標)

87,553 千円 4.4人

36,098 千円 4.4人

担当者電話番号

企画県民部知事室広聴室

078-362-3022

従事人員

事業開始年度平成４年度

29,129件

県民の県政参画機会の充実

さわやか県民相談

平成20年度決算額

(55,592 千円)

県民から寄せられる県政に関する意見や日常生活の諸問題等についての相談に適切に応じ
ることにより、県政への反映、県民が抱える問題の解決を図る。

所管部局課名

(3.0 千円)

55,592 千円

・参画と協働の県政を推進するため、県民が気軽に相談できる体制が不可欠であること
から、相談窓口は県負担により設置すべきものである。
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目標

達成率（％）

H21 H22

35,000件

目標の達成度
を示す指標

(3.4 千円)

指標名
20年度
実績

29,573件

目 標

目標値 年度

年間
35,000件

実
施
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針

評
価
結
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説

明
県民から最も身近な県の相談窓口として必要なことから、今後も事業を継続する。

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

必 要 性

施策名

事業名

21年度
見込み

平成21年度当初予算額

(51,592 千円)

区 分

4.4人

県民に最も身近な県の窓口であること。

4.4人

平成22年度当初予算額

(51,455 千円)

51,455 千円

従事人員

方 向 性

51,592 千円

H20

(2.5 千円)

従事人員

従事人員 従事人員

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

5.2人44,049 千円

事業目的

36,784 千円

従事人員

5.2人99,641 千円 88,376 千円

事業の目標
[目標設定理由]
県民との対話を行う広聴業務は、行政機関に必須の
業務であるため。

年間相談件数 毎年度


